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1はじめに
平成10年7月に教育課程審議会は、「幼稚園、小学校、中学校、高等学
校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善について」の答
申を行った。それを受けて、文部省は平成10年12月に幼稚園教育要領、小
学校学習指導要領、中学校学習指導要領等を改訂した。そして、新幼稚園
教育要領は平成12年4月1日より、新小学校学習指導要領、新中学校学習
指導要領は平成14年4月1日より施行する旨の告示を行った。小学校と中
学校においては、新学習指導要領の実施に向け、平成12年度と平成13年度
の2箇年間にわたって移行措置がとられた。その際、文部省令及び文部省
告示（平成11年6月「移行措置について」という内容）を十分踏まえると
いうことであった。それはr1教育課程編成の一般方針等」r2各教
科等ごとの特例の概要等」「3移行期間中の授業時数」「4各教科等の
学習指導上の留意事項」r5関連事項」等である。ここで刮目に値する
は、国語、生活、音楽、図画工作、家庭及び体育等の教科をめぐって、
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全部又は一部について新小学校学習指導要領によることができること
としているが、その実施に当たっては、できるだけ新小学校学習指導
要領により指導するよう努めること。（1）
としていることである。
斯様にして、平成14年より新学習指導要領は全面実施（小学校と中学校
の場合）されることになった。新学習指導要領は、完全週5日制のもと、
「ゆとり」の中で特色ある教育を展開し、幼児児童生徒に豊かな人間性や
社会性を身に付け、自ら学び、自ら考える力を育成し、基礎・基本の確実
な定着や個性の伸長等の「生きる力」を培うことを基本的なねらいとして
いる。斯様なねらいを志向し、各学校では今回の改訂の趣旨を十分把握し、
創意工夫を生かして特色ある教育、特色ある学校づくりを進めるため適切
な教育課程を編成し、実施しなければならない。
以上のことを踏まえ、本論では、教育課程の意義の史的変遷、教育課程
の基準のねらいの内容等について探ることを目的とする。
H教育課程の基本的立場
1教育課程の意義
（1）教育課程という用語の由来
教育課程という用語は、cunriculumの日本語訳で、戦後アメリカの教育
が我が国に紹介されたのを契機に普く知られるようになり、爾来それが学
習指導要領等に使用され今日に至っている。ところで、この教育課程とい
う用語が現在使用されているような意味で法令上初めて用いられたのはい
っごろからなのか、以下にその様相を見てみる。教育課程という用語は、
昭和24年5月に公布された文部省設置法（昭和24年法律第146号）の初等
教育局の事務を規定した同法8条第5号に初めて使用された。その後昭和25
年10月に公布された学校教育法施行規則の一部を改正する省令（文部省令
第28号）において、rr教科課程、教科内容及びその取扱い』をr教育課程』
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に改める。」（2）とし、学習指導要領が教育課程の基準である旨を定め、教
育課程行政の基準が設定された。そして、翌年の昭和26年に改訂された
『学習指導要領一般編（試案）』においては、「教育課程」という用語を
使用した項立が三者に（目次のII，皿，IVにおいて）わたって認められる。
就中、皿章のr学校における教育課程の構成」の項では、教育課程を編む
際、学習指導要領が最も重要な資料であり、そしてその基盤であるとし、
教育課程と学習指導要領との関わりを強調している。以下にその具体的顕
現を見てみる。
「皿学校における教育課程の構成」の章においては、まず「本来、教
育課程とは、学校の指導のもとに、実際に児童・生徒がもつところの教育
的な諸経験、または、諸活動の全体を意味している。」と教育課程の意味
について触れ、次いで学習指導要領は、「この意味における教育課程を構
成する場合の最も重要な資料であり、基本的な示唆を与える指導書である」
と、学習指導要領の位置付けを教育課程との関わりで捉えている。更に、
このように考えてくると、教育課程の構成は、本来、教師と児童・生
徒によって作られるといえる。教師は、校長の指導のもとに、教育長、
指導主事、種々な教科の専門家、児童心理や青年心理の専門家、評価
の専門家、さらに両親や地域社会の人々に直接間接に援助されて、児
童・生徒とともに学校における実際的な教育課程をつくらなければな
らない。（3）
と強調し、学校教師集団が、専門家や地域の人々の協力を得て、当該学校
に適切な教育課程を作成すべきことを奨励して（鳳）いる。
以上は、昭和26年に改訂された『学習指導要領一般編（試案）』にお
いて教育課程という用語がどのように使用されているか、その様相の一端
である。因みに、最初の『学習指導要領一般編（試案）』（昭和22年）に
おいては、無論教育課程という用語は認められず、そこでは前述の如く
「教科課程」という用語が使用されている。
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（2）教育課程の意義をめぐっての変遷
教育課程の意義をめぐっては、様々な捉え方が存在する。以下にその様
相の一端を見てみる。
①学校の教育目標を達成するために選択された文化財又は学習活動
を、教育的な観点から編成して、それらの学習がいつ、どこで、い
かにしておこなわれるかを体系的に示した全体計画の輪郭であ
る。（5）
②児童生徒をして、教育の目的を実現させるように、学校によって
準備された一切の環境である。（6）
③学校において編成する教育課程とは、学校教育の目的、目標を達
成するために、教育内容を、児童生徒の心身の発達に応じ、授業時
数との関連において、総合的に組織した学校の教育計画である。（7）
これらの諸説を一覧しても、教育課程の意義は多岐にわたることが想像
できよう。しかし、その様相を具に見てみると、いずれの説にも共通して
言えることは、学校の教育目標を達成するために計画し、方向付けするも
のであって、目標に向かって選択したり、準備したりした教育内容と学習
者の諸経験等を要素として組織したものであるといえよう。したがって、
教育課程の意義を捉える際には、ここに掲げた中核となる要素を踏まえて
おく必要があろう。
ところで、先に「教育課程」という用語は、省令改正後に改訂された
『学習指導要領一般編（試案）』（昭和26年）において随所に説明が加え
られているとした。まず、昭和26年改訂の『学習指導要領一般編（試案）』
において、教育課程が如何に定義されているか、その様相を以下に見てみ
る。斯様なことは、教育課程の意義を探究するに当たって不可避の作業で
ある。
●昭和26年改訂の『学習指導要領一般編（試案）』・
昭和26年改訂の『学習指導要領一般編（試案）』における教育課程の
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捉え方を以下に見てみる。まず、教育課程の定義に関わる文言を掲げる。
それは、■章、皿章、V章（8）においてそれぞれ認められる。
「■教育課程」の項においては、
児童や生徒がどの学年でどのような教科の学習や教科以外の活動に従
事するのか適切であるのかを定め、その教科や教科以外の活動の内容
や種類を学年別に配当づけたものを教育課程といっている。／教育課
程は、現在の社会目的に照らして、児童や生徒をその可能の最大限に
発達させるために、児童や生徒に提供せられる環境であり、また手段
である。
としている。昭和26年といえば、「教育課程」という用語が誕生して然程
期を経ていないこともあり、その定義が一義的に定まっていないものの、
ここでは「社会目的に照らし」そして「学年でどのような教科の学習や教
科以外の活動に従事するのが適切であるかを定め」等より社会の目的を鑑
み、学習者である児童生徒の発達段階を考慮して教育課程を編成していこ
うとする方向を強調している。加えて、ここには昭和22年改訂の『学習指
導要領一般編（試案）』には見られなかったr教科以外の活動の内容や
種類を学年別に配当づけ」という文言より教科以外の活動の内容も重要視
し、そして「社会目的に照らし」等より人間形成という広い観点より教育
課程を編成していこうとする方向にあることも看取できよう。そのことは、
r皿学校における教育課程の構成」とrV学習指導と学習成果の評価」
との叙述部分に目を転じてみると容易に想像できよう。r皿学校におけ
る教育課程の構成」の項においては、
教育課程は、このように経験の再構成を有効にさせるように、学習経
験を組織することでなければならない。／教育課程は、児童生徒のも
つ望ましい諸経験の連続的な過程を示すものである。
とし、そして、「V学習指導と学習成果の評価」の項においては、
教育課程は、学校の指導のもとに児童・生徒のもつすべての経験や活
動の系列である
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としている。ここでは、r経験の再構成」r望ましい諸経験の連続的な過程」
「経験や活動の系列」等の文言が強調されているが、これは教科の学習、そ
して教科以外の活動、いずれの場合も学習者である児童生徒の有する経験
を重要視した学習活動の展開可能な教育課程を編成していくことを強調し
ているに外ならない。斯様にして、児童生徒が普段生活している実際の場
面（経験）を踏まえた学習が組織され、そして学習者である児童生徒の有
している経験を発展させ、それを豊かにすることが可能となるのである。
このことは、翻って考えてみるに、「現在の社会目的に照らして」という
ことに結ぶ付くものであり、畢寛社会に生きる人間形成志向していくこと
に外ならない。これは、正にrなすことによって学ぶ」という経験主義の
理念を基盤にした教育課程といえよう。
●昭和33年改訂のr学習指導要領』
次いで、昭和33年改訂のr学習指導要領』における教育課程の定義につ
‘いて見てみる。昭和33年に学習指導要領が改訂されたが、それは日本で初
めて独自に実施した全面的改訂（9）であった。その背景には、GHQの監視
から解放された我が国にとっては、独立国家として義務教育改革を図るね
らいがあったためである。その辺の状況を少し見てみる。昭和33年に教育
課程審議会は答申を発表した。その冒頭に「国民生活の向上を図り、かつ、
独立国家として国際社会に新しい地歩を確立するためには、国民の教育水
準を一段と高めなければならない。」述べ、そしてその基本方針の一つに
「小学校および中学校の教育課程の国家的な最低基準を明確に」するとし
ている。前者においては、日本が独立国家として出発したことで、新しい
教育のあり方に進むべきであるとし、一方後者においては、教育課程の基
準性の明確化を謳っている。斯様なことより、この答申は新生日本の国家
的自立と産業の復興を目的とし、教育課程の国家的な基準の設定、そして
教育の充実その振興を図ろうとする大幅な改訂（10）であったといえる。
斯様な大幅な改訂であったにも拘らず、学習指導要領においては教育課
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程の意義は明示されなかった。教育課程の意義をめぐっては、この改訂の
折に文部省より発刊された『初等教育資料臨時増刊号Nα102』におい
て次のように触れている。「教育課程とは、国の定める基準に基き、学校
において、各教科、道徳、特別教育活動および学校行事等について、学年
に応じて、その目標、内容、指導に充てる時間等を組織的に配列したもの
をいう（11）。」と具体的に明示している。
ここで、教育課程を捉える要素を「目的」「内容」「指導に充てる時間」
「組織的な配列」等としている点は、現在の教育課程の捉え方と概ね類似し
ているといえよう。
●昭和43年改訂の『学習指導要領』
更に、昭和43年改訂のr学習指導要領』における教育課程の定義につい
て見てみる。昭和42年に教育課程審議会は「小学校の教育課程の改善につ
いて」の答申を発表した。答申のテーマは、「調和と統一のある教育課程
の実現」で、その方針として四者を掲げているが、そのなかでとりわけ重
要視していることは、「第一日常生活に必要な基本的な知識や技能を修
得させ、自然・社会および文化について基礎理解に導くこと」とr第二
生活習慣や態度・健康・体カ……」（12）である。そして、就中「教育内容の
現代化」という観点より根本的に見直していくこを強調している。教育課
程の編成をめぐっては、「人間形成のうえから調和と統一のある教育課程
の実現を図る」というテーマのもとにその具体的施策を六者にわたって掲
げている。それは、各教科・道徳・特別活動の三領域の原則に関わる内容，
と教育内容の精選のための方策に関わる内容（13）とに分けられる。
斯様な改訂であるが、しかし学習指導要領においては、教育課程の定義
は示されなかった。教育課程の定義をめぐっては、昭和44年に文部省初等
中等教育局より発行されたr小学校指導書教育課程一般編（案）』にお
いて次のように触れている。「学校において編成すべき教育課程とは、学
校教育の目的、目標を達成するために、教育内容を、児童生徒の心身の発
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達に応じ、授業時数との関連において、総合的に組織した学校の教育の計
画である」（14）と一般的に定義し、加えて小学校の教育課程を我が国の現行
法制に従って、「各教科、道徳および特別活動について、これからの目標
を達成するように、その内容を、学年に応じ、授業時数との関連において、
総合的に組織した学校の教育の計画である」（15）と具体的に定義している。
この教育課程の捉え方は、現在の教育課程の捉え方と殆んど同じである。
●昭和52年改訂のr学習指導要領』
以下に、昭和52年改訂の『学習指導要領』おける教育課程の定義につい
て見てみる。昭和51年に教育課程審議会は「教育課程の基準の改善に関す
る基本方向について」（16）の答申を発表した。ここで、まず着目すべきは、
従来「教育課程の改善」と称していたが、それに「基準」という用語を新
たに加えて「教育課程の基準の改善」としたことである。「教育課程の改
善」というと、文部省が学校の上に重苦しく伸し掛かっているような印象
を与える故、それを払拭するねらいがあり、ここでは正に法令通りの改善
であるということを普く知らしめるためである。このr教育課程の基準の
改善の基本方向」においては、教育課程の基準の改善のねらいとして三者
を掲げている。その中核となっているのがr（2）ゆとりあるしかも充実し
た学校生活が送れること」ということである。ここでは、各教科の内容の
精選、学習者の実態に即して適切に行われるように一層の弾力化を図る等
が提案されている。このrゆとりあるしかも充実した学校生活」をめぐっ
ては、その後の教育課程の基準の改善の折にも強調された。しかし、それ
より四半世紀を経た現在その路線において学習者である児童生徒の確かな
学力が保証されるか否が等の疑問が投げ掛けられている。教育課程の領域
は、従来通り各教科・道徳・特別活動の三領域構成である。
学習指導要領においては、教育課程の基準の改善のねらいにしたがって
弾力化を強調し、そしてその具体的展開の方途は学校現場の判断に委ねる
とし、加えて教育内容の精選による教育内容の削減を進めるとした。しか
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し、教育課程の定義をめぐっては、従来と同様に明示されなかった。教育
課程の定義をめぐっては、昭和53年に文部省発行のr小学校指導書教育
課程一般編』において触れている。その内容は、昭和44年に文部省初等中
等教育局より発行されたr小学校指導書教育課程一般編（案）』に掲げ
られている内容と殆んど同じものであった。
●平成元年改訂の『学習指導要領』
平成元年改訂の『学習指導要領』における教育課程の定義について見て
みる。昭和62年12月教育課程審議会は「幼稚園、小学校、中学校及び高等
学校の教育課程の基準の改善について」（17）の答申を発表した。その中で、
教育課程の改善のねらいとして四者を掲げている。それは、「（1）心豊か
な人間の育成」「（2）自己教育力の育成」「（3）基礎・基本の重視と個性教
育の推進」「（4）文化と伝統の尊重と国際理解の推進」等である。これら
の中の（1）、（2）、（3）は、多少表現は異なるものの平成10年の「幼稚園、
小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基
準の改善について」の答申でも取り上げられ、強調されている。昭和62年
の「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善につい
て」の答申にしたがって、平成元年にr学習指導要領』が改訂された。そ
こには以下のような特徴が認められる。
小学校の教科等を見てみると、低学年に生活科（低学年の社会科と理科
を廃止して）（18）が新設された。幼稚園との連携の視点より、生活科を中心
とした合科的な指導の要請、系統学習と教育内容の精選よる効率的な指導
の要請、情報化社会が進展する中で、言語活動の適正化を図りつつ、その
基礎・基本を確実にすることの要請、体験的な活動を重視し、学習者の実
態や個に応じた指導法の工夫改善を図ることの要請等が畢寛その特徴であ
る。ここでは、経験主義と科学性重視の二本立ての路線（19）が基本となって
いる。しかし、教育課程の定義をめぐっては、従来と同様に明示されなかっ
た。教育課程の定義をめぐっては、平成元年に文部省発行の『小学校指導
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書教育課程一般編』において触れている。その内容は、昭和44年に文部
省初等中等教育局より発刊されたr小学校指導書教育課程一般編』に掲
げられている内容と殆んど同じものであった。
（3）教育課程の意義
教育課程の意義をめぐって、改訂された学習指導要領にしたがってその
様相を見てきた。上記のことより教育課程は、それに関する法令に従い、
児童の人間としての調和のとれた育成を目指し、各教科、道徳、特別活動
及び総合的な学習の時間（小学校と中学校の場合）についてそれぞれの目
標やねらいを実現するよう教育の内容を学年に応じ、授業数との関連にお
いて総合的に組織した各学校の教育計画（20）といえよう。
ここに「児童の人間としての調和のとれた育成を目指し」とあるが、こ
れは学習指導要領に示された目標であり、学校においては教育基本法や学
校教育法に示された目標を達成するために、学校の具体的な目標を設定す
る必要がある。その際、地域や学校の実態を十分に分析し、把握しておく
必要がある。
そして、教育内容、つまり指導内容は、学校教育の目的や目標を達成す
るために必要なものを選択し組織すべきであるが、それをめぐっては、学
校教育法施行規則においてr小学校の教育課程は、国語、社会、算数、理
科、生活、音楽、図画工作、家庭及び体育の各教科、道徳、特別活動並び
に総合的な学習によって編成するものとする。」（21）と基準が示されている
故、それを踏まえる必要がある。その際、学習指導要領に掲げられている
「地域や学校の実態及び児童の心身の発達段階や特性を十分考慮して」（22）
指導内容を組織する必要がある。
授業時数をめぐっては、学校教育法施行規則に各教科の標準時数を定め
ている故、各学校はそれを標準として実態に見合った授業時数を定めなく
てはならない。
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2教育課程の基準の改善の方針
平成8年8月、文部大臣は教育課程審議会に対し、r幼稚園、小学校、
中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善
について」諮問を行った。教育課程審議会は、中央教育審議会の第一次答
申を始め数次にわたる答申を踏まえ、平成10年7月にr幼稚園、小学校、
中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善
について」を答申した。この答申においては、児童生徒の「生きる力」を
育成することを基本的なねらいとし、「教育課程の基準の改善のねらい」
を四者にわたって提言している。
（1）豊かな人間性や社会性、国際社会に生きる日本人としての自覚を
育成すること。
（2）自ら学び、自ら考える力を育成すること。
（3）ゆとりのある教育活動を展開する中で、基礎・基本の確実な定着
を図り、個性を生かす教育を充実すること。
（4）各学校が創意工夫を生かし特色ある教育、特色ある学校づくりを
進めること。（23）
以下に、それぞれの具体的内容を掲げる。
（1）豊かな人間性や社会性、国際社会に生きる日本人としての自覚を育
成すること。
幼児児童生徒を取り巻く環境の変化、いじめの問題等の深刻さ、都市化
や少子化などに伴う社会体験や自然体験など減少の状況などを考えるとき、
自我の形成を図り、調和の取れた豊かな人間の育成や社会性の育成を図る
ことは、これからの学校教育において一層重視されなければならない。ま
た、国際化の進展に伴い、国際社会の中で日本人としての自覚を持ち主体
的に生きていく上で必要な資質や能力を育成するごとも極めて重要であ
る。（24）ここに「豊かな人間性の育成や社会性の育成を図る」とあるが、そ
のためには、他者を思いやる心、美しいもの自然に感動する心等を育てる
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と共に、社会生活上のルールや基本的なモラル等の倫理観を重視し、そし
てたくましく生きるための健康や体力の基礎を育成することが必要である
としている。
（2）自ら学び、自ら考える力を育成すること。
変化の激しいこれからの社会を考えたとき、多くの知識を教え込むこと
になりがちであった教育の基調を転換し、学習者である幼児児童生徒の立
場に立って、幼児児童生徒に自ら学び自ら考える力を育成することを重視
した教育を行うことは極めて重要なことである。（25）そのためには、個々人
で課題を発見し、自らの力で論理的に考え判断したり、自分の考えや思い
を的確に表現したりして、問題を解決する資質や能力を重視した教育活動
を展開する必要があるとしている。具体的には、各教科等及び「総合的な
学習の時問」において、体験的な学習、問題解決的な学習、調べ方、まと
め、発表する活動、話合いや討論の活動の充実を図っていくことである。
上述したように、ここでは知的伝達主義の内容知中心の教育から、自ら
学び、自ら考える「学び方」（26）（方法知）中心の教育への基調の転換を図
ることが強調されているが、これは自己教育力以来、学力の基調が学習の
方法という方法知中心の考えを基調としたものである。（27）
（3）ゆとりある教育活動を展開する中で、基礎・基本の確実な定着を図
り、個性を生かす教育を実現すること。
完全学校週5日制を円滑に実施し、生涯学習の考え方を推進していくた
めには、時間的にも、精神的にもゆとりのある教育が展開される中で、厳
選された基礎的・基本的な内容を幼児児童生徒がじっくり学習し、その確
実な定着を図るとともに、幼児児童生徒が自分の興味・関心等に応じ選ん
だ課題や教科の学習に主体的に取り組み、学ぶことの楽しさや成就感を味
わうことができるようにすることも必要なことである。また、一人一人の
よさや可能性を伸ばし、個性を生かす教育の一層の充実を図ることも重要
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なことであり、そのために、各学校段階を通じて、幼児児童生徒の興味・
関心等を生かし、主体的な学習の充実を図るとともに、個に応じた指導の
一層の工夫改善を図ることが大切である。（28）
前者の基礎的・基本的な内容の確実な定着を図るためには、国家の社会
の一員として望ましい人問関係を図る上で必要な基礎的・基本的な内容を
明確にし、教育内容の厳選を図る必要があるとしている。ここでは、不易
の部分として欠くことのできない基礎的・基本的な内容の徹底について触
れている。このr基礎・基本の徹底」と後述するr個性・主体性の育成」
は、（1）と（2）で触れたねらいを実現するための基礎として不可欠のも
のであるとされている。前述したように基礎的・基本的な内容は、r社会
の一員として望ましい人間関係を図る上で必要」なものであるから、それ
はいずれの児童（又は生徒）にとって」も共通の学習内容ということにな
ろう。したがって、その共通の学習内容は、いずれの児童（又は生徒）も
共通に学び、習得することが求められている。ところが、その内容を明確
にしていく段に及んでは、基本的な生活能力を育成するためのものなのか、
各教科等の基本的事項を育成するものなのか、社会で生き抜くための能力
を育成するためのものなのか（29）というように何に対しての基礎的・基本的
な内容であるかが一致しておらず、その具体的内容を捉えるのは極めて難
しいように思える。しかも、表現力等も内包されるので、この論議自体を
難しくしている。（30）いずれにしても基礎的・基本的な内容を明確にしてい
く必要があるので、上記の三者は相互に支えあって層をなすものとして系
統的に捉えていくべきであろう。
次いで、後者の個に応じた指導の充実であるが、それは基礎的・基本的
な内容の徹底を図るために不可欠の存在であるといえよう。その個に応じ
指導をめぐって、r小学校学習指導要領』の第1章総則のr第5指導計画
の作成等に当たって配慮すべき事項」の2の（5）では、次のように述べ
ている。
各教科等の指導に当たっては、児童が学習内容を確実に身に付けるこ
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とができるよう、学校や児童の実態に応じ、個別指導やグループ別指
導、繰り返し指導、教師の協力的な指導など指導方法や指導体制を工
夫改善し、個に応じた指導の充実を図ること。（31）
ここでは、個性を生かす教育を強調し、その方向を一層推進するという
基本にたって、一人一人の児童に木目細かい指導を可能にする方法の改善
工夫、そしてティーム・ティーチング等の指導体制の工夫改善を一層図る
ように求めている。
（4）各学校が創意工夫を生かし特色ある教育、特色ある学校作りを進め
てること。
各学校には、地域や学校、幼児児童生徒の実態に応じて、創意工夫を生
かした特色ある教育を展開し、特色ある学校づくりを進めることが強く求
められる。（32）
上記のためには、各学校が特色ある教育活動の展開を促すよう、教育課
程の一層の大綱化、その運用の弾力化を図る必要があるとし、そして各学
校の創意工夫を生かしたき教育活動が一層展開できるようにしたとある。
ここでは、教育課程の運用の弾力化と創意ある教育活動を強調している。
前者の教育課程の運用をめぐっては、グループ学習や異学年集団による学
級組織、学級集団の弾力化をどう図るか、各学校の創意工夫を生かして時
間割を編成することができるように授業の1単位時間や授業時数の運用の
弾力化をどう図るか、学習の場、学習環境を体験的学習、問題解決学習と
いう方法原理に立った再編をどう図るか（33）等のことが求められている。一
方、後者の創意のある教育活動をめぐっては、新たに創設されたr総合的
な学習の時間」と各教科、道徳、特別活動等との関連を図りつつ、各学校
が創意工夫を生かして教育活動を展開していくこと（34）、中学校や高等学校
が選択履修の幅を拡充して、選択学習の導入を図っていくこと等が求めら
れている。
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皿おわりに
表題に示した如く、本論は「教育課程の研究」の第1報である。今回は、
まず教育課程の意義を探るに当たって、昭和26年改訂のr学習指導要領
一般編（試案）』をはじめ、それ以降に改訂された学習指導要領における
その様相を探ってきた。教育課程という用語が初めて使用された昭和26年
改訂の『学習指導要領一般編（試案）』においては、経験を重要視した
学習活動の展開可能な教育課程を編成していくことを強調していた。ここ
では教育課程という用語が誕生して然程期を経ていないこともあり、その
定義が一義的に定まっていなかった。教育課程の意義をめぐっては、その
後昭和43年の学習指導要領に伴って文部省初等中等教育局より発行された
『小学校指導書教育課程一般編（案）』において、教育課程の意義が一義
的に定まった。そして、昭和52年以降に改訂された学習指導要領において
はこれを踏襲する方向で教育課程の意義が捉えられている。次いで、教育
課程を編成、実施するに当たって、その基礎となる教育課程審議会の答申
（平成10年のr幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び
養護学校の教育課程に基準の改善について」の答申）の「教育課程の基準
の改善ねらい」の四者を探った。これらのなかの最初の二者〔（1）豊かな
人間性や社会性、国際社会に生きる日本人としての自覚を育成すること。
（2）自ら学び、自ら考える力を育成すること。〕で触れているねらいを実
現するための基礎として3番目のねらい（ゆとりのある教育活動を展開す
る中で、基礎・基本の確実な定着を図り、個性を生かす教育を充実するこ
と。）が存在し、そしてこれらを踏まえて各学校が特色ある教育活動の展
開をするよう4番目のねらいが位置付けられていることも明確になった。
しかし、教育課程を編成し、実施していくに当たっては、教育課程に関す
る法制も捉えておくことが重要である。斯様な課題をめぐっては、稿を改
めて論じることにする。
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注
（1）文部事務次官通知「小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校、養護学校
及び中等教育学校の学習指導要領の移行措置並びに移行期間中における学習指
導について」文部事務次官通知平成11年6月
（2）学校教育法施行規則
（3）文部省『学習指導要領一般編（試案）』（昭和26年）日本書籍KKpp．76
～77（4）水原克敏『現代日本教育課程改革』風問書房p．118
（5）海後宗臣他編r教育学事典』平凡社p．21
（6）東京教育大学教育学研究室編r教育大学講座14』金子書房p．3
（7）文部省r小学校指導書教育課程一般編（案）』（昭和44年）
（8）文部省r学習指導案一般編（試案）』（昭和26年）前掲書
（9）水原克敏r現代日本教育課程改革』風間書房p．342
（10）昭和33年の教育課程の改善や学習指導要領の改訂は、大幅なものであったと
した。
以下にその様相の一端を掲げておく。
＜小学校・中学校教育課程の改善＞
第一道徳教育の徹底については、学校の教育活動全体を通じて行うという
従来の方針は変更しないが、さらに、その徹底を期するために、新たに
r道徳」の時問を設け、毎学年、毎週継続して、まとまった指導を行うこ
第二基礎学力の充実
第三科学技術教育の向上技術科科学技術に関する指導を強化
第四生徒の進路・特性に応ずる指導
第五一貫性内容を精選して、基本的事項の学習に重点をおく教育の機
能化を図ること
第六小学校及び中学校の教育課程の国家的な最低基準を明確にし、年間に
おける指導時間数を明示し、義務教育水準の維持向上を図ること
教育課程審議会答申「小学校・中学校教育課程の改善について」
（r現代日本教育制度史料14』所収）東京法令pp．179～193
＜小学校学習指導要領＞
やはり道徳教育の徹底である。「道徳教育がただ一時問だけでできるとい
うような生やさしい考えをもっておるわけではない」と内藤局長は断ってい
るように、それだけで道徳教育をするのでなく、「全教科でやってるところ
の道徳教育を補充し、足りないところを補ったり、あるいはさらに深く掘り
下げたり、あるいは断片的なものを統合するという意味」で道徳教育を特設
した、という説明である。
また、経験主義から系統主義への転換について、次のように説明している。
「従来の生活学習なり、あるいは経験学習というものは一面非常にけっこう
な点もありますが、この点についても反省が加えられております。こどもた
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ちの身辺にあるところの事柄を雑然と教えるのでなく、こどもたちの興味な
り、生活なり、経験というものをあくまでもふまえて、もう少し系統的に学
習を整理していく、こういうことによって、こどもたちの能力を高めると同
時に、生活のうちに横たわっておるところの原理、原則あるいは基本的なも
のをしっかり身につけていくようにいたしたのであります。
「内藤初等中等教育局長説明」（『文部時報』）（『戦後日本教育史料集成第六巻』所収）pp．396～397
（11）文部省r初等教育資料臨時増刊Nα102』p．268
（12）昭和42年の教育課程審議会の答申の一部は先に掲げたが、以下にその他の内
容も掲げておく。まず、方針をめぐっては、
第三正しい判断力や創造性を、豊かな情操や強い意志の素地を養うこと。
第四家庭・社会および国家について正しい理解と愛情を育て、責任感と努
力の精神をつちかい、国際理解の基礎を養うこと。
等を掲げている。
（13）次いで、教育課程編成の具体的施策をめぐっては、
第一教育課程の基本構成を、各教科・道徳・特別活動の三領域したこと。
第二r義務教育九年問の全課程を見通し」て、小学校有効適切な内容を構
成すること。
第三三領域の教育目標を明確にし、その目標達成に必要な「基本的事項を
精選」すること。
第四「精選」する場合、時代の進展と児童の心身の発達とをふまえ、「発展
性と系統性」とを確保すること。
第五r精選」に関連してr指導方法」、を児童生徒の能力・適性に応ずるよ
うにすること。
第六三領域相互の緊密な関連を図ること。
教育課程審議会答申r小学校の教育課程の改善について」
（『新教育学大事典7資料』所収）第一法規pp．256～263
（14）文部省『小学校指導書教育課程一般編（案）』
（15）同上書
（16）教育課程審議会「教育課程の基準の改善に関する基本方針一中間まとめ」
（『戦後日本教育史料集成第11巻』所収）三一書房pp．174～184
r教育課程の基準の改善の基本方向」においては、教育課程の基準のねらいと
して三者を掲げているとした。以下に他の二者を掲げておく。
（1）人問性豊かな児童生徒を育てること
（3）国民として必要とされる基礎的・基本的な内容を重視するとともに児童
生徒の個性や能力に応じた教育が行われるようにすること
（17）昭和62年12月に教育課程審議会は「幼稚園、小学校、中学校、高等学校の教
育課程の基準の改善について」の答申においては、教育課程の改善のねらいと
して四者を掲げているとした。以下にその様相について補足しておく。
（1）心豊かな人問の育成
この特徴として、
①幼稚園、小学校、中学校、高等学校において、自主的、主体的に学習
や生活する力を育てる教育の促進
②幼稚園における人とのかかわりをもつ力と基本的な生活習慣や態度の
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育成の明確化③小学校、中学校における道徳教育の内容の重点化と指導の充実
④高等学校における人問としての在り方生き方の指導の充実と公民科の
新設⑤小学校、中学校、高等学校において、自然との触れ合いや奉仕などの
体験の重視（2）自己教育力の育成
①各教科等において、思考力、判断力、表現力などの能力の育成の充実
②各教科等において、創造性の基礎となる論理的思考力、創造力及び直
観力の育成③各教科において、情報を適切に活用する能力の育成及び学習指導にお
ける情報手段の活用の重視
④高等学校における家庭科の男子必修化
⑤幼稚園、小学校、高等学校において、体験的学習や問題解決的学習の
充実（3）基礎・基本の重視と個性尊重の推進
①小学校、中学校、高等学校における各教科の内容の精選と一貫性の確
②幼稚園教育のねらい及び内容の明確化と小学校低学年における生活科
の新設③中学校における選択履修の幅の拡大と高等学校における多様な科目の
設置④個に岱じた指導の充実、特に中学校における習熟の程度に応じた指導
の充実（18）教育課程審議会の答申では生活科新設のねらいを次のように説明している。
生活科は、次のような趣旨に基づいて設定する。
（ア）低学年児童には、具体的な活動を通して思考するという発達上の特徴
がみられるので、直接体験を重視した学習活動を展開し、意欲的に学習
や生活をさせるようにする。
（イ）児童を取り巻く社会環境や自然環境を、自らもそれらを構成するもの
として一体的にとらえ、また、そこに生活するという立場から、それら
に関心をもち、自分自身や自分の生活について考えさせるようにする。
（ウ）社会、自然及び自分自身にかかわる学習の過程において、生活上必要な
習慣や技能を身につけさせるようにする。
（エ）上記の（ア）、（イ）及び（ウ）は、学習や生活の基礎的な能力や態度の
育成をめざすものであり、それらを通じて自立への基礎を養うこととす
る。このような趣旨に基づき、生活科は具体的な活動や体験を通して、自分と
身近な社会や自然とのかかわりに関心をもち、自分自身や自分の生活につい
て考えさせるとともに、その過程において生活上必要な習慣や技能を身に付
けさせ、自立への基礎を養うことをねらいとする。
「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育課程の基準の
改善について（答申）」〔昭和62年12月24日（1987年）〕より
（19）水原克敏『現代日本の教育課程改革』前掲書p．652
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（20）徳重眞光他著『小学校新教育課程の解説総則』第一法規p．51参照
（21）同上
（22）文部省r小学校学習指導要領』財務省印刷局p．1
（23）教育課程審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校
及び養護学校の教育課程の基準の改善について」（児島邦弘解説『小学校学習
指導要領』所収）時事通信社pp．154～156
（24）同上書pp．154～155
（25）同上書p．155
（26）児島邦弘『新教育課程が求める学校改革』明治図書p．138
（27）同上書p．139
（28）教育課程審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校
及び養護学校の教育課程の基準の改善について」（児島邦弘解説『小学校学習
指導要領』所収）前掲書pp．155～156
（29）児島邦弘r新教育課程が求める学校改革』前掲書pp．135～136参照
（30）同上書p．137参照
（31）児島邦弘解説『小学校学習指導要領』前掲書p．7
（32）教育課程審議会答申r幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校
及び養護学校の教育課程の基準の改善について」（児島邦弘解説『小学校学習
指導要領』所収）前掲書p．156
（33）児島邦宏『新教育課程が求める学校改革』前掲書pp．107～108参照
（34）同上書p．106参照
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